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•各自治体における観光事業やプロモーションに関する取り組み状況の実態把握を
行うための調査です。（平成30年度より毎年実施）

•本調査結果を今後の観光プロモーション活動などにお役立ていただくことも、
あわせて目的としています。

調査目的

•令和8年5月12日～令和8年6月30日

調査期間

•全国1,741自治体

調査対象

•回収数：717票
•回収率：41.1%

回収状況



01. 一昨年度と比較した昨年度の観光客数の増減
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約7割～9割 約5割～7割

N = 588



02. 各事業の取り組み状況について
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インバウンド施策

移住促進

観光DXの推進

食のブランディング

地域活性拠点づくり

0 100 200 300 400

取り組んでいる 実施予定 取り組みたい 関心なし N = 714



03. 多言語化の実施状況とその対応言語

465

287

266

209

47

32

13

13

10

8

7

7

9

349

250

238

217

66

44

46

47

23

20

40

36

34

英語

中国語-繁体字

中国語-簡体字

韓国語

タイ語

フランス語

スペイン語

ベトナム語

ドイツ語

イタリア語
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04. 情報発信に利用しているプラットフォーム
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05. 観光事業の推進における課題
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観光客の滞在時間が短い／宿泊につながらない

公共交通が行き届いていない（二次交通対策）

宿泊施設が無い／少ない

観光地としての認知度が低い

観光客の消費額が少ない

季節や曜日による繁閑の差

観光資源の魅力度が低い

掲示物や配布物の多言語対応

観光DXの取り組み・AIの活用による誘客事業等

カードや電子マネーなど多様な決済方法への対応

観光客を迎える事業者間の温度差

戦略や方向性が定まっていない

公衆トイレや観光案内所など施設の整備

広域連携

官民連携

駐車場や生活道路などがキャパシティを超えている

SNSの活用などPR方法がわからない

PRするための動画や写真など素材がない

ハラールなどの異文化対応

外国人観光客と地元とのトラブル

その他
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N = 714
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37
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SNSなどを活用した情報発信

観光資源のブラッシュアップ

地域全体のブランディング

旅行商品や体験プログラムなどの造成

デジタルコンテンツの作成（Webサイトなど）

地元名産品のレシピや土産物の開発

インバウンド対策（多言語化やハラール対応など）

PR動画の作成

スタンプラリーや周遊ルートの策定

通訳やガイドなどの人材育成

アンケートや宿泊者統計などの調査

地元でのイベントなどの開催

FAMツアーやモニターツアーの実施

アナログコンテンツの作成（パンフレットなど）

都市圏での物産展や観光フェアの開催

キャンペーンの実施（クーポンの発行や費用補助など）

ロゴやキャッチコピーの作成

セミナーや意見交換会などの開催

その他
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N = 686

06. 課題を解決するにあたって関心のある取り組み



07. インバウンド観光事業の推進における連携の状況
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連携している 連携予定 連携したい 関心なし N = 703
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